
 

平成２５年８月６日判決言渡 同日原本交付 裁判所書記官  

平成●●年（○○）第●●号 供託金還付請求権取立権確認請求事件 

口頭弁論終結日 平成２５年５月２１日 

 

判     決 

原告     国 

引受参加人  株式会社Ｚ 

脱退被告   Ｙ銀行株式会社 

 

       主     文 

 １ 原告と引受参加人との間において、別紙供託金目録記載の供託金につき、原

告が還付請求権の取立権を有することを確認する。 

２ 訴訟費用は引受参加人の負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

主文同旨 

第２ 事案の概要 

原告は、国税徴収法６２条の規定に基づき、株式会社Ａ（以下「滞納会社」

という。）の株式会社Ｂ（現Ｃ株式会社。以下「本件第三債務者」という。）

に対する運送委託代金債権を差し押さえたが、脱退被告が滞納会社から差押え

前に同債権の譲渡を受けたと主張し、本件第三債務者が債権者不確知を理由に

同代金を供託したことから、その供託金還付請求権について差押えをした上で、

上記債権譲渡が無効であると主張し、脱退被告に対し、原告が上記供託金還付

請求権の取立権を有することの確認を求める本訴を提起した。 

本訴の係属後、脱退被告から引受参加人に対して、上記供託金還付請求権及
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びこれに附帯する利息が譲渡されたため、訴訟引受決定に基づき、引受参加人

が本訴を承継するとともに、脱退被告が本訴から脱退した。 

１ 前提事実（以下の事実は、当事者間に争いがないか、括弧内記載の証拠又は

弁論の全趣旨により容易に認定することができる。） 

（１）原告の滞納会社に対する租税債権の存在 

ア 原告（所管庁・堺税務署長）は、滞納会社に対し、平成２２年８月３日

時点で、別紙租税債権目録１記載のとおり、既に納期限を経過した国税債

権（以下「本件国税」という。）合計１３１５万４０５２円を有していた。 

イ その後、本件国税は、一部が徴収されたものの、新たに発生した別紙租

税債権目録２記載の租税債権３３６万７３００円（ただし、平成２２年１

０月１９日現在の合計額）が加わり、平成２２年１２月２４日時点では、

別紙租税債権目録３のとおり合計１２３９万３９７６円、平成２３年８月

２５日時点では、別紙租税債権目録４記載のとおり、合計１３４９万０８ 

７６円となっている。 

ウ なお、本件国税は、現在も上記滞納税額に平成２３年８月２６日以降の

期間に発生した延滞税が加算された金額が未納となっている。 

（２）滞納会社が有する供託金還付請求権の存在 

ア 滞納会社は、平成１８年４月１日、本件第三債務者との間で、本件第三

債務者を委託者、滞納会社を受託者とする運送委託契約（以下「本件契約」

という。）を締結した。 

なお、本件契約に係る契約書（以下「本件契約書」という。）１１条に

は、債権譲渡禁止特約（以下「本件債権譲渡禁止特約」という。）が定め

られていた。（甲３） 

イ 滞納会社は、平成２２年８月３日時点で、本件第三債務者に対し、本件

契約に基づき、同年７月１日から同月３１日までの運送委託代金債権（以

下「本件債権」という。）を有していた。 
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（３）滞納会社から脱退被告への本件債権の譲渡及び脱退被告による債権譲渡登  

記 

ア 滞納会社は、平成２２年４月９日、脱退被告との間で、貸主を脱退被告、

借主を滞納会社、貸付金額を２００万円とする内容の金銭消費貸借契約を

締結する合意をするとともに（貸付実行日は同月１２日）、同契約その他

一切の原因により、滞納会社が脱退被告に対して現在負担し、又は将来負

担する一切の債務の担保として、滞納会社が現に有し、又は将来有する債

権を脱退被告に譲渡する旨の集合債権譲渡契約（以下「本件債権譲渡契約」

という。）を締結した。 

なお、本件債権譲渡契約に係る契約書（以下「本件債権譲渡契約書」と

いう。）７条１項には、「債務者は、譲渡債権につき無効、取消原因、相

殺、譲渡禁止特約等による抗弁事由その他一切の瑕疵がないことを保証し

ます。」との保証条項（以下「本件条項」という。）が定められていた。

（甲６、７） 

イ 平成２２年４月１６日、本件債権譲渡契約に基づく債権譲渡登記がされ、

同年８月９日頃、本件第三債務者に当該登記がされている旨の通知がされた。 

（４）原告による本件債権の差押え 

ア 原告は、平成２２年８月３日、別紙租税債権目録１記載の租税債権を徴収

するため、国税徴収法６２条の規定に基づき、本件債権を差し押さえ、同日、

債権差押通知書を本件第三債務者に交付した。 

イ 原告は、平成２２年１０月１９日、別紙租税債権目録２記載の租税債権を

徴収するため、国税徴収法６２条の規定に基づき、本件債権を差し押さえ、

同日、債権差押通知書を本件第三債務者に交付した。 

（５）本件第三債務者による供託 

本件第三債務者は、平成２２年１２月７日、債権者不確知を理由に、民法

４９４条に基づき、被供託者を滞納会社破産管財人Ｄ（滞納会社については、
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同年１０月１９日に破産手続開始決定がされた。）又は脱退被告として、１

４２２万９９３６円（ただし、本件第三債務者が滞納会社に対して有する弁

済期の到来した債権合計２万５８６６円を本件債権から相殺した後の残額）

を大阪法務局堺支局に供託した（別紙供託金目録記載の供託金。以下「本件

供託金」という。）。 

（６）原告による本件供託金還付請求権の差押え 

原告は、平成２２年１２月２４日、別紙租税債権目録３記載の租税債権の

うち、番号１、３及び４に係る租税債権を徴収するために、国税徴収法６２

条に基づき、滞納会社が有する本件供託金の還付請求権を差し押さえ、同日、

債権差押通知書を大阪法務局堺支局供託官に交付した。 

（７）脱退被告から引受参加人への本件供託金還付請求権の譲渡 

脱退被告は、平成２３年１２月１９日、引受参加人に対し、本件供託金の

還付請求権及びこれに附帯する利息を譲渡し、当該債権譲渡につき、国（大

阪法務局堺支局供託官・Ｅ）に対し、同月２８日到達の内容証明郵便をもっ

て、民法４６７条に基づく通知をした。（弁論の全趣旨） 

２ 争点 

本件の争点は、本件債権を差し押さえた原告が、本件債権に付されている債

権譲渡禁止特約の存在を理由に、本件債権譲渡契約の無効を主張する適格を有

するか（争点１）、脱退被告には、本件譲渡禁止特約の存在を知らなかったこ

とについて重過失があるか（争点２）である。 

３ 争点１（債権譲渡禁止特約違反を理由とする無効主張適格）についての当事

者の主張 

（原告の主張） 

（１）最高裁平成２１年３月２７日第二小法廷判決・民集６３巻３号４４９頁（以

下「平成２１年判決」という。）について 

ア 平成２１年判決は、債権譲渡禁止特約は、債務者の利益を保護するため
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に付されるものとした上で、債権譲渡禁止特約に違反して債権を譲渡した

債権者は、同特約の存在を理由に譲渡の無効を主張する独自の利益を有し

ないのであって、債務者に譲渡の無効を主張する意思があることが明らか

であるなどの特段の事情のない限り、その無効を主張することが許されな

いと解するのが相当である旨判示したものである。このように、平成２１

年判決は、債権譲渡禁止特約に違反して債権を譲渡した債権者には、同特

約の存在を理由に譲渡の無効を主張する独自の利益がないから、その無効

を主張することは許されないと判示しただけであり、債権譲渡禁止特約に

違反して債権を譲渡した債権者以外の第三者が、その無効を主張できるか

否かについては何ら判断していない。そして、平成２１年判決の論理を前

提にすれば、債権者が債権譲渡禁止特約の存在を理由に譲渡の無効を主張

することができないのは、それを主張する独自の利益がないからである。

他方、債権譲渡禁止特約に違反して債権を譲渡した債権者以外の第三者が、

同特約の存在を理由に譲渡の無効を主張する独自の利益を有する場合には、

その無効を主張できると解すべきである。 

イ 引受参加人は、錯誤無効の主張権者に関する最高裁判決（最高裁昭和４

０年９月１０日第二小法廷判決・民集１９巻６号１５１２頁。以下「昭和

４０年判決」という。）の判示が、債権譲渡禁止特約違反の場合にも妥当

し、債権譲渡禁止特約の存在を理由とする譲渡無効を主張できるのは、債

務者のみであると主張する。しかし、第三者において表意者に対する債権

を保全する必要がある場合において、表意者が要素の錯誤を認めていると

きは、表意者自らは当該意思表示の無効を主張する意思がなくても、当該

第三者は表意者の意思表示の錯誤による無効を主張することが許されると

解されており（最高裁昭和４５年３月２６日第一小法廷判決・民集４５巻

３号１５１頁参照）、要素の錯誤による意思表示の無効は、原則として、

表意者のみが主張できるが、例外的に表意者以外の第三者が主張できる場
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合もあると解される。 

この点、引受参加人は、原告が本件債権譲渡契約の無効を主張できる独

自の利益を有するか否かを検討することなく、本件第三債務者が本件債権

譲渡契約の無効を主張せずに供託したことのみをとらえて、本件第三債務

者以外の第三者である原告が本件債権譲渡契約の無効を主張できないと主

張するものであり、その主張は失当である。 

ウ 滞納処分に係る差押債権者が、債権譲渡禁止特約の存在を理由に、譲渡

の無効を主張する独自の利益を有するか否かについては、以下の点を指摘

できる。 

一般に、滞納処分に係る差押債権者は、譲渡人本人のように、第三債務

者との間で、自ら譲渡禁止特約をする一方で、譲受人に対し、同特約を秘

して、当該債権を譲渡ないし担保に供し、譲受人から対価を得る立場には

ないし、このような法的地位を引き継ぐ承継人的立場にもない。 

また、本件において、本件債権を差し押さえた原告は、差し押さえた債

権につき創設的に取立権を取得しており、一般差押可能財産の一つとして

差押えを行うことにより、譲渡人である滞納会社とは異なる第三者として

の地位を取得しているから、本件債権の帰趨について、譲受人である脱退

被告及びその承継人である引受参加人と対立する独自の利益を有している

といえる。 

（２）関係当事者（原告、滞納会社、本件第三債務者、脱退被告）の利益状況に

ついて 

引受参加人は、原告以外の関係当事者が、本件債権譲渡契約の無効を主張

すべき独自の利益を有さず、あるいは無効を主張する意思を有しないにもか

かわらず、後から差押えを行って関係当事者に加わる形となった原告のみが、

独自の利益を有するとして、本件債権譲渡契約の無効を主張することが許容

されるとすれば、既に存在していた当事者間の法律関係の安定を不必要に害
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する旨主張する。しかし、一般に、第三債務者が、債権譲渡の無効を主張せ

ず、逆に譲渡を承諾し、遡及的に譲渡が有効になったとしても、承諾前に債

権を差し押さえた者がいる場合は、民法１１６条の法意に照らし、その差押

債権者の利益を害することはできない（最高裁平成９年６月５日第一小法廷

判決・民集５１巻５号２０５３頁参照）。そうすると、仮に、本件において、

本件第三債務者が本件債権譲渡契約の無効を主張する意思を有していなかっ

たとしても、そのことによって、本件債権を差し押さえた原告の利益が害さ

れることはなく、原告は、その無効を主張することに何らの制約を受けない。 

このように、第三債務者が債権譲渡を承諾することによって差押債権者の

利益を害することはできないことに照らすと、本件第三債務者が本件債権の

譲渡について承諾すら与えていない状況において、本件債権を差し押さえた

原告に本件債権譲渡契約の無効を主張することを許容したとしても、本件第

三債務者の利益を害するとはいえないことはもとより、当事者間の法律関係

の安定を不必要に害するともいえない。 

 （３）以上によれば、原告は、本件債権譲渡禁止特約の存在を理由に譲渡の無効

を主張する独自の利益を有するから、その無効を主張する適格がある。 

（引受参加人の主張） 

（１）平成２１年判決について 

ア 債権譲渡禁止特約は債務者の利益を保護するためのものであるから、民

法４６６条２項にいう無効の主張権者の範囲は限定的に解釈すべきである。

そうすると、平成２１年判決は、保護の対象ではない債務者以外の第三者

は、同特約の存在を理由に債権譲渡の無効を主張する独自の利益を有さず、

同特約により保護される債務者に譲渡の無効を主張する意思があることが

明らかであるなどの特段の事情がない限り、その無効を主張することは許

されない趣旨を判示したものと解釈すべきである。 

また、滞納会社のような債権譲渡人は、脱退被告のような金融機関に対
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して債権譲渡を行うことにより、融資を受けるという形で利益を得るので

あり、原告のような租税徴収機関も、滞納会社が融資等の利益を得たこと

を前提に、その租税債権を回収することができる。よって、原告のような

差押債権者を含め、債権譲渡人に対して債権を有する者は、債権譲渡人及

び金融機関の利益とは別個に、当該債権譲渡の無効を主張する独自の利益

を有しているとはいい難く、原告と脱退被告ないし脱退被告から債権譲渡

を受けた引受参加人との関係は、対抗問題として解決すべきである。そし

て、脱退被告による本件債権譲渡契約に係る登記は、原告による本件債権

の差押通知に先立つから（上記１（３）イ及び（４））、脱退被告への本

件債権譲渡契約が原告の差押えに優先することは明らかである。 

イ 錯誤無効の主張権者に関する昭和４０年判決は、「民法９５条の律意は

瑕疵ある意思表示をした当事者を保護しようとするにあるから、表意者自

身において、その意思表示に何らの瑕疵も認めず、錯誤を理由として意思

表示の無効を主張する意思がないにもかかわらず、第三者において錯誤に

基づく意思表示の無効を主張することは、原則として許されない」とした

原判決を是認している。これと同様の論理は、債権譲渡禁止特約について

も妥当すると解されるから、保護対象である第三債務者に債権譲渡の無効

を主張する意思がない場合に、その他の第三者に無効を主張させることは

許されない。 

ウ 本件債権譲渡禁止特約の保護対象である本件第三債務者は、本件債権譲

渡契約の無効を主張せずに供託している。本件第三債務者は、本件債権の

真の権利者が誰であり、本件債権譲渡契約が有効であるか無効であるかに

ついて関心を有しておらず、その意思は、単に二重払いの危険性を避けた

いというものであるから（甲２３）、債権譲渡禁止特約により保護される

債務者に譲渡の無効を主張する意思があることが明らかであるとはいえな

い。 
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   エ 仮に、本件債権譲渡禁止特約の保護対象ではない第三者において、債権

譲渡禁止特約の存在を理由として譲渡の無効を主張することが許される場

合があるとしても、平成２１年判決の判示に照らせば、同判決にいう特段

の事情とは、債権譲渡禁止特約制度の趣旨からして、保護対象である債務

者と同等に当該第三者を保護しなければならないような特別な場合に限定

されると解すべきである。この点、原告が、単に債権者である滞納会社と

は別個の利益を有する第三者であるというだけでは、原告を保護する理由

とはならず、平成２１年判決にいう「債務者に譲渡の無効を主張する意思

があることが明らかである」場合に比肩するような特段の事情には該当し

ない。 

（２）関係当事者の利益状況について 

本件債権譲渡禁止特約につき合意した滞納会社及び本件第三債務者、本件

債権の譲渡を受けた脱退被告には、本件債権の譲渡の無効を主張すべき独自

の利益はなく、また、無効を主張する意思もない。このような状況下で、後

に債権差押えという方法により上記三者の法律関係に割り込んできた差押債

権者である原告の利益を重要視して、債権譲渡自由の原則の例外となる本件

債権の譲渡の無効主張を原告に認めるのは、債権回収を確実にするための一

手段として本件債権の担保提供を受ける努力をした脱退被告ないし脱退被告

から本件債権の譲渡を受けた引受参加人との対比において公平ではなく、既

に存在していた当事者間の法律関係の安定を不必要に害する。 

４ 争点２（脱退被告の重過失の有無）についての当事者の主張 

（原告の主張） 

（１）総論 

運送委託代金債権に債権譲渡禁止特約が付されることは一般的であるから、

脱退被告は、滞納会社から本件債権を譲り受けた当時、本件債権に譲渡禁止

特約が付されていることを認識できたはずである。 
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したがって、脱退被告は、その専門的知識、経験並びに高い調査能力を駆

使し、滞納会社に対し、既発生の運送委託代金債権に係る契約書面の提出を

求めるなどして、本件債権に譲渡禁止特約が付されているか否かについて適

切に調査すべきであった。 

ところが、脱退被告は、滞納会社との間で、本件条項を設けた本件債権譲

渡契約書（甲７）を取り交わしただけで、既発生の運送委託代金債権に係る

契約書面の提出を求めるなどの調査をしなかったから、その調査確認を尽く

したとはいえず、脱退被告に重過失があったというべきである。 

（２）運送代金債権に債権譲渡禁止特約が付されていることが一般的であり、脱

退被告がそのことを予見できたこと 

ア 継続的かつ多数の取引先を有する大規模な会社との運送委託契約につい

ては、運送人の運送債務不履行により、荷送人と荷受人との間のその後の

取引及び信頼関係に重大な影響を与える危険性や、債権譲渡によって債権

者や債権譲渡事実の確認を行う事務処理が煩雑となる危険性が将来生じ得

ることから、これらの危険性を回避することが債権譲渡禁止特約を付す動

機になり得る。 

   イ 公刊され、入手が容易である契約書式集において、債権譲渡禁止特約が

定められた商品運送契約書が紹介されており（甲１３）、本件債権のよう

な運送代金債権に債権譲渡禁止特約が付されることは一般的であるところ、

そのことは、債権譲渡禁止特約等に関する知識・経験が豊富な脱退被告に

とっては周知の事柄であった。 

ウ 脱退被告は、別件訴訟においても、債権譲渡禁止特約が付された運送代

金債権を譲り受け、当該特約の存在について善意・無重過失を主張してお

り、本件のほかにも、債権譲渡禁止特約が付された運送委託代金債権を譲

り受けた経験を多数有している。 

（３）本件条項を設けた本件債権譲渡契約書（甲７）について 
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ア 本件条項は、本件債権譲渡契約に当たって特別に設けられた条項ではな

く、本件債権譲渡契約当時、脱退被告が締結する同様の契約において作成

される契約書においても、定形文言として定められていたものにすぎない。 

イ 脱退被告は、別件訴訟での経験から、本件と同じく集合債権譲渡契約証

書に「債務者は、譲渡債権につき無効、取消原因、相殺、譲渡禁止特約等

による抗弁事由その他一切の瑕疵がないことを保証します。」という文書

があったとしても、譲り受ける債権に債権譲渡禁止特約が付されている場

合があることを知っていた。 

（４）脱退被告が本件債権についての調査を尽くしていないこと 

ア 脱退被告が、本件債権に債権譲渡禁止特約が付されていることに関する調

査を尽くしたといえるか否かについて、脱退被告が後記のとおり主張する調

査内容を裏付ける客観的証拠はない。 

また、脱退被告が過去の運送委託代金債権に係る請求書及び通帳の入金記

録並びに売上げを記載した表の提出を滞納会社に求めたことは、融資の担保

となる運送委託代金債権が存在するか否かを確認するための調査であり、い

ずれも債権譲渡禁止特約の有無に関する調査とはいえないから、仮に、脱退

被告がこれらの調査を行ったとしても、債権譲渡禁止特約の有無に関する調

査を尽くしたとはいえない。 

イ 脱退被告が、滞納会社代表者であるＦ（以下「Ｆ」という。）から本件契

約書が存在しない旨の回答を受けたとしても、金融機関が融資実行の条件と

して適正な担保を要求することは当然であり、債権譲渡担保の設定について、

取引基本契約書や第三債務者の承諾書を徴求することは何ら信頼関係を傷つ

けるものではないから、融資依頼者が取引基本契約書を作成されていないと

主張するのであれば、改めて取引基本契約書の作成を求めたり、承諾書の提

出を求めればよい。脱退被告において、かかる措置を講じなかったことは、

融資を実行する金融機関として通常なすべき調査を行わなかったといえるか
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ら、これは、脱退被告の重過失を基礎付ける事実である。 

（引受参加人の主張） 

（１）総論 

滞納会社は、脱退被告に対し、本件債権譲渡契約書（甲７）に設けた本件

条項において、本件債権に債権譲渡禁止特約が付されていないことを明示的

に保証しており、脱退被告の調査内容によれば、Ｆの説明内容に疑義を挟む

余地はなく、その他、本件債権譲渡禁止特約が付されていることを疑うべき

事情もなかった。したがって、本件債権譲渡禁止特約の存在を知らなかった

ことについて、脱退被告に重過失はない。 

（２）運送代金債権に債権譲渡禁止特約が付されていることが一般的とはいえな

いこと 

ア 運送業務の受託者が運送代金債権に対する運送業務を履行しない場合、

委託者としては、運送代金の支払を拒否すれば足り、また、委託者は、契

約当初、自ら選定した運送業者が直ちに債権譲渡を行って多数の債権譲受

人が現れる事態を想定していないし、債権譲渡がなされたとしても多数の

人的資源を有する大会社であれば事務処理上も対応できるから、これらの

ことが委託者にとって債権譲渡禁止特約を定める動機とはなり得ない。 

イ 公刊されている契約書式集に債権譲渡禁止特約が記載されていても、運

送業者の規模等は様々であり（乙４）、全ての運送業者がその記載条項を

一般的に使用するともいえないから、債権譲渡禁止特約が付されることが

一般的であるとはいえない。 

（３）脱退被告の調査内容について 

ア 脱退被告は、滞納会社に対して２００万円の融資を行うに当たり、Ｆと

面談し、滞納会社と本件第三債務者との間の契約書のコピーの提出を求め、

債権譲渡禁止特約の有無を口頭で確認したが、Ｆは、そのような契約書は

存在しない旨及び債権譲渡禁止特約が存在しない旨回答した。 
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イ また、脱退被告は、Ｆに対し、滞納会社の財務状況や売上額等を確認す

るとともに、直近２年分の決算書（乙７、８）を提出させた。 

ウ さらに、脱退被告は、Ｆに対し、過去の運送委託代金債権に係る請求書

及び通帳の入金記録並びに売上を記載した表を提出させ、現実に請求どお

りの代金が入金されている事実を現認した。加えて、Ｆ個人の信用調査と

して、Ｇの信用情報も求めた。 

エ 脱退被告は、上記アないしウの調査を行っていたのであり、その調査内

容は、本件債権に本件譲渡禁止特約が付されているか否かの調査として、

十分である。 

（４）脱退被告がＦの説明を疑い、さらに調査を行うべき状況にはなく、それ以

上の調査を行わなかったことに重過失があるとはいえないこと 

ア 脱退被告としては、滞納会社から契約書が存在しない旨を告げられた場

合、請求書及び通帳等の確認を行う以外に確認の方法はなく、現に上記（３）

のとおり調査を尽くしている。これらの調査によると、滞納会社は、脱退

被告が融資を実行した平成２２年まで赤字となったことがない会社であり、

その他財務状況やＦ個人の信用力についても何ら問題は見当たらなかった。

これらのことから、Ｆが、債権譲渡禁止特約の有無等につき虚偽の表明を

行うべき動機は全く想像することができず、本件債権譲渡禁止特約の存在

を疑うべき状況になかった。 

イ 本件債権譲渡契約は、動産及び債権の譲渡の対抗要件に関する民法の特

例等に関する法律（以下「債権譲渡特例法」という。）に基づく債権譲渡

登記制度を利用した債権譲渡であった。同制度は、第三債務者に譲渡の事

実を知らせることなく、債権譲渡人たる債務者の信用不安を惹起させずに、

第三者対抗要件を具備できるところに立法の一つの狙いがある。債権譲渡

登記をしようとする譲受人は、債権譲渡禁止特約の存在の有無を譲渡人に

確認することはあっても、債権譲渡時において第三債務者に何らかの確認
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をすることは想定されていない。債権者である金融機関が第三債務者に対

して確認をすることは、第三債務者の債務者に対する信用を大きく失墜さ

せることになるから、脱退被告が第三債務者に対して債権譲渡禁止特約の

有無を確認しなかったからといって、そのことが重過失を基礎付ける理由

とされるべきではない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点１（債権譲渡禁止特約違反を理由とする無効主張適格）について 

（１）平成２１年判決は、①民法４６６条２項の趣旨に照らし、債権譲渡禁止特

約が債務者の利益を保護するために付されるものとした上で、②同特約に反

して債権を譲渡した債権者は、同特約の存在を理由に譲渡の無効を主張する

独自の利益を有さず、債務者に譲渡の無効を主張する意思があることが明ら

かであるなどの特段の事情がない限り、その無効を主張することは許されな

い旨判示している。 

平成２１年判決が、債権譲渡禁止特約に違反して債権を譲渡した債権者に

おいて、債権譲渡禁止特約の存在を理由に譲渡の無効を主張することはでき

ないとしたのは、債権譲渡禁止特約に違反して債権を譲渡した債権者には、

同特約の存在を理由に譲渡の無効を主張する独自の利益がなく、そのような

状況において、債権者自身が無効を主張することは、信義則上も許されない

とする趣旨をも含むものと解される。 

このような観点からすると、平成２１年判決は、債権譲渡禁止特約の趣旨

が債務者保護にあるとしつつも、債権譲渡契約の無効を主張する独自の利益

がある者については、その主張を禁じるものではないと解される。 

（２）そこで、原告が本件債権譲渡契約の無効を主張する独自の利益を有するか

否かについて検討する。 

国税徴収法６７条１項は、徴収職員は、差し押えた債権の取立てをするこ

とができる旨規定している。同項に基づく徴収職員の取立権は、同項の規定
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により創設的に取得されるものであって、滞納者の代理人又は承継人として

滞納者の名において取り立てるものではなく、徴収職員が自己の名において

取り立てるものであると解される。このように、同項に基づいて債権を差し

押さえた徴収職員は、債権者たる滞納者とは独立して差押債権の取立権を有

し、差押債権につき第三者としての地位を取得する。そうすると、本件債権

譲渡禁止特約の付された本件債権について差押えをした債権者である原告は、

本件債権譲渡禁止特約の存在を理由に、本件債権譲渡契約の無効を主張する

独自の利益を有するというべきである。 

したがって、本件債権譲渡契約につき、本件第三債務者がその無効主張を

する意思が明らかであるか否かにかかわらず、原告は、本件債権譲渡禁止特

約の存在を理由に、本件債権譲渡契約の無効を主張する適格を有すると解す

るのが相当である。 

（３）これに対し、引受参加人は、原告に本件債権譲渡契約の無効主張を許すこ

とは不公平であり、関係者らの法的安定性を害する、脱退被告と原告とは対

抗関係に立つなどと主張する。 

確かに、債権の譲渡人が債権の譲受人との間で債権譲渡の取引をすること

により、債権の譲渡人の一般債権者が利益（譲渡の対価や融資の継続）を得

るという側面は認められるところである。しかし、これはあくまでも反射的

なものであり、債権の譲渡人の一般債権者は、間接的な利益を享受している

にすぎないし、上記のとおり、本件債権を差し押えた原告は、創設的に取得

した債権の取立権を行使しうるか否かという意味において、本件債権の帰趨

について独自の利益を有するといえるから、原告の譲渡無効の主張を許容す

ることが不公平であるとか、法的安定性を害するということもできないので

あって、上記主張は採用できない。 

２ 争点２（脱退被告の重過失の有無）について 

（１）認定事実 
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前記第２の１の前提事実に加え、証拠（甲１、３、７、１３、１５、１６、

１８、１９、２１の１ないし３、２３、２６、乙７、８、１０）及び弁論の

全趣旨によれば、以下の各事実が認められる。 

ア 脱退被告と滞納会社との関係等 

（ア）脱退被告は、都市部を中心に８０支店を有する銀行であり（平成２２

年１２月３１日現在）、平成２２年９月末時点での貸出残高は４３２６

億８５００万円であった。（甲１６） 

（イ）滞納会社は、昭和５５年８月８日、資本金を２０００万円として設立

された運送業を目的とする株式会社である。滞納会社は、最高時には従

業員を６０人を雇用し、トラックも４０台ほど保有していたが、平成２

０年後半頃から業績不振に陥り、資金繰りが困難な状況になった。そこ

で、Ｆは、資金不足のため、知人から紹介を受けた脱退被告に対し、融

資の申込みをした。（甲１、２６、乙１０） 

イ Ｆと脱退被告担当者との面談及び脱退被告による調査内容等 

（ア）脱退被告は、Ｆからの融資の申込みを受け、融資の担保となる本件債

権の調査のため、Ｆに対し、運送契約書を示すよう求めるとともに、債

権譲渡禁止特約の有無について口頭で確認した。これに対し、Ｆは、本

件債権について契約書は存在しない、債権譲渡禁止特約もない旨回答し

たのみで、脱退被告に対し、本件契約書（甲３）を提出することはなか

った。（甲３、２６、乙１０、弁論の全趣旨） 

また、滞納会社の運送業務においては、契約書を取り交わす取引先と、

契約書を取り交わさない取引先とがあり、その比率は半々くらいであった。

（乙１０） 

（イ）脱退被告は、滞納会社の財務状況や売上額等を確認するため、Ｆに対

し、滞納会社の直近２年分の確定申告書、決算書等（乙７、８）の提出

を求めた。Ｆは、これらを提出した。（乙７、８、弁論の全趣旨） 
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ウ 脱退被告が関与した２つの別件訴訟 

（ア）債権譲渡禁止特約が付された債権の譲渡を受けた脱退被告と同債権を

滞納処分により差し押さえた国との間で、供託金の還付請求権について

争われた別件訴訟（東京地方裁判所平成●●年（○○）第●●号）にお

いて、脱退被告から書証として提出された平成２０年１月２３日付け集

合債権譲渡契約証書には、本件債権譲渡契約書（甲７）の本件条項と同

様の保証条項が設けられている。（甲７、１８、１９） 

（イ）また、債権譲渡禁止特約が付された債権（運送委託代金債権）の譲渡

を受けた脱退被告と同債権を滞納処分により差し押さえた国との間で、

供託金の還付請求権について争われた別件訴訟（当庁平成●●年（○○）

第●●号）において、脱退被告は、同特約の存在について善意・無重過

失である旨の主張をした。（甲２１の１ないし３） 

エ 運送委託代金債権に関する取引慣行等 

（ア）公刊されており、一般に容易に入手できる運送契約書のひな型には、

債権譲渡禁止特約が付されている。（甲１３） 

（イ）本件第三債務者は、滞納会社との取引だけでなく、他の会社との関係

でも、原則として債権譲渡禁止特約が付された契約書のひな型を使用し

ていた。（甲１５、２３） 

（２）検討 

ア 民法４６６条１項は債権譲渡自由の原則を定めた上で、その２項本文は、

当事者が反対の意思表示をすることにより、債権の譲渡性を奪うことがで

きる旨規定している。また、同項ただし書は債権譲渡を禁止する特約は善

意の第三者に対抗することができない旨規定し、その文言上は第三者の過

失の有無を問わないかのようであるが、重大な過失は悪意と同様に取り扱

うべきであるから、債権譲渡禁止特約の存在を知らずに債権を譲り受けた

場合であっても、これにつき譲受人に重大な過失があるときは、悪意の譲
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受人と同様、譲渡によってその債権を取得し得ない（最高裁昭和４８年７

月１９日第一小法廷判決・民集２７巻７号８２３頁参照）。 

イ 運送委託代金債権に付されている債権譲渡禁止特約の予見可能性につい  

て 

脱退被告において、本件債権である運送委託代金債権に債権譲渡禁止特

約が付されている可能性を予見し得たかどうかを判断するに当たっては、

脱退被告自身が、本件と同様に、譲り受けた運送委託代金債権に債権譲渡

禁止特約が付されていた事案や、本件と同種債権ではないものの、債権譲

渡禁止特約がないことを保証させる趣旨で本件条項を設けた書面の提出を

求めても、結果的に同特約が存在した事案を経験していること等の事情を

決して軽視することはできない。上記（１）ウのとおり、脱退被告は、本

件債権譲渡契約を締結する前に、そのような事案を経験している。 

加えて、全国に多数の販売拠点や製造拠点を有しており、自社製品を運

送するために運送契約を多数締結する必要がある本件第三債務者にとって

は、運送人が運送代金債権を自由に譲渡できるとすると、債権者及び債権

譲渡の有無の確認を行うことが事務処理上煩雑となり、二重払いを強いら

れるなどの危険があるから、運送人が運送債務を履行しない限り、運送代

金に相当する金員を得ることができないようにすることが運送代金債権に

債権譲渡禁止特約を付す動機となり得るといえること（上記（１）エ（イ））

や、運送業者がその事業規模、従業員数等の点で多岐にわたること（乙４）

を考慮しても、公刊されている契約書式集に債権譲渡禁止特約が定められ

た契約書が例示されていること（上記（１）エ（ア））は、脱退被告のよ

うな高度な専門的知識、経験及び調査能力を有する銀行において周知の事

実であったといえる。 

以上を踏まえると、脱退被告は、本件債権譲渡禁止特約の存在を十分に

予見できたはずであり、金融機関としてこの点に関する調査を慎重に尽く
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すべき立場にあったということができる。 

ウ 脱退被告による調査内容及びその評価について 

（ア）銀行は、独占的に銀行取引を業とする組織体として、銀行取引におけ

る融資及び担保に関して、実務上及び法律上の高度な専門的知識、経験

及び調査能力を有しており、このことは、脱退被告についても、同様に

当てはまる。 

（イ）ところで、脱退被告は、滞納会社に対する融資を実行するに当たり、

少なくとも、上記（１）イのとおり、Ｆに対して運送契約書を示すよう

求めるとともに、債権譲渡禁止特約の有無について口頭で確認するなど

の調査をしたことは認められる。 

しかし、脱退被告が本件債権譲渡禁止特約の有無に関して行った直接的

な調査は、Ｆに対する口頭による確認に留まり、その他には、本件条項が

設けられた本件債権譲渡契約書（甲７）の提出を求めたことのみである。

もとより、現に本件契約書（甲３）は存在しているところ、脱退被告の上

記調査では、本件債権に係る契約書は存在しないというＦの回答が、本件

契約書がそもそも作成されていないという趣旨であるのか、契約書は作成

されたものの、その後にＦが紛失したという趣旨であるのかすら認定する

ことができない。 

そして、契約書の有無に関しては、滞納会社は、資本金の額、従業員数、

保有トラック台数等から、少なくとも中規模以上の運送業者であることが

うかがわれるところ、本件債権の金額も１４００万円以上という相当な金

額に上っていること（前記第２の１（２）（５））に加え、実際に滞納会

社の運送業務において、その半数程度の取引先との間では契約書が作成さ

れていたこと（上記２（１）イ（ア））にも照らせば、Ｆの説明内容や、

本件債権が継続的取引に類する運送委託契約に基づく運送代金債権であ

ることを踏まえても、脱退被告のような高度な専門的知識、経験及び調査
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能力を持つ銀行において、本件契約書が作成されている可能性を十分に認

識することができたといえる。 

そうすると、脱退被告が、まずもって契約書の有無に関する調査自体を

十分に行ったといえるかどうか疑問が生じるところである。 

   （ウ）これに対し、引受参加人は、滞納会社の財務状況等を示す資料からは、

Ｆが虚偽の説明をしていることを疑わせるような事情は見当たらなかっ

た旨主張する。 

しかし、脱退被告が、Ｆに対し、過去の運送委託代金債権に係る請求書

及び通帳の入金記録並びに売上を記載した表を提出させ、現実に請求どお

りの代金が入金されている事実を現認したり、Ｆ個人の信用調査として、

Ｇの信用情報も徴求したなどというその余の調査内容（前記第２の４（引

受参加人の主張）（３）ウ）については、これらを認定できる十分な証拠

は存在しない。また、仮に、これらの調査が実施されたとしても、これら

は滞納会社に対する貸付の担保となる債権の存否に関するもので、貸付金

の回収可能性についての基礎的な調査にすぎず、債権譲渡禁止特約の有無

を直接的に明らかにするものともいえないから、この点を過大に評価する

ことはできない。 

エ 本件債権譲渡契約書（甲７）の存在について 

引受参加人は、滞納会社が、脱退被告に対し、本件条項が設けられた本

件債権譲渡契約書（甲７）により、本件債権譲渡禁止特約がない旨保証し

たことを前提とした上、脱退被告の調査によっても、その他に本件債権譲

渡禁止特約の存在を疑うべき事情は存在しなかった旨主張する。 

しかし、債権譲渡契約書に記載された事項が真実であるとして譲渡人を

信用して取引を行うのが一般的であるとしても、そもそも、脱退被告が債

権譲渡禁止特約の有無を直接的に確認できる契約書等の存否を十分に確認

したとはいえず、その余の調査も間接的なものに留まっていることに加え、
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上記イのとおり、本件債権譲渡禁止特約の存在を予見し得るその他の事情

も優に認められる事情の下では、定型文言である本件条項を設けた本件債

権譲渡契約書（甲７）を形式的に取り交わし、証拠上認められるその他の

調査をした程度に留めたこと自体が相当とはいえない。そうすると、本件

において、脱退被告は、金融機関としての高度な専門的知識、経験及び調

査能力等の一切の事情を前提として、当然に求められる程度の調査義務を

尽くしたと評価することはできない。 

オ 脱退被告の調査義務の内容について 

本件債権譲渡契約の第三者対抗要件の具備の方法は、引受参加人の主張

するとおり、債権譲渡特例法に基づく債権譲渡登記を利用した事案である。 

このことから、債権の譲受人である脱退被告が、本件第三債務者に対し、

債権譲渡禁止特約の有無について直接確認することは想定されていないと

しても、上記事実関係の下では、単に、Ｆから本件契約書（甲３）がない

との説明を受け、債権譲渡禁止特約が付されていないことを保証する旨の

本件条項を設けた本件債権譲渡契約書（甲７）や財務資料等を提出させる

に留まらず、債務者である滞納会社に対し、本件第三債務者へ確認を取る

よう促し、改めて契約書の作成を求めるなどの調査をさらに尽くすべき義

務があったといえる。 

そして、これらの方法をとれば、本件債権譲渡禁止特約の有無について

容易に判明したであろうと推測できるから、脱退被告が、このような方法

を検討することなく調査を終了した点は、金融機関として、悪意と同視し

得る重大な過失に当たると評価すべきである。 

（３）小括 

以上によれば、脱退被告には本件債権譲渡禁止特約の存在を知らなかった

ことについて重過失がある。そうすると、原告は、本件債権譲渡契約の無効

を主張でき、本件供託金の還付請求権を有すると認められる。 
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３ 結論 

よって、原告の本件請求は理由があるから、これを認容することとして、主

文のとおり判決する。 

 

大阪地方裁判所堺支部第２民事部 

裁判長裁判官     髙橋善久 

裁判官     古賀英武 

裁判官     久屋愛理 
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